
（ ）

68

0.6

0.8 0.8 0.8 0.8

　 0114

年度31

2 2

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

自治体・企業・ＮＰＯによる子育て支援連携事業全国会
議

活動実績 回数 1 1 1

当初見込み 回数 1 1 1 1

回数 1 3 5

当初見込み 回数 - 4 5 2

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

家族の日・家族の週間関連事業
活動実績 回数 2 2 2

当初見込み 回数 2 2

平成２７年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

68 534 440 268 258

187 417

執行率（％） 60% 35% 95%

平成１７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

活動実績

活動指標

割合

翌年度へ繰越し -

計

213

少子化社会対策主要政策・施策

1

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度 27年度活動見込

子ども・子育て支援の新たな制度に関するフォーラム関
連事業

活動実績

3 2 2

当初見込み 回数 3 2 2 3

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

227

▲ 227

41

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 219

その他の事項経費

-

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・少子化社会対策基本法に基づく国会への年次報告の作成。少子化社会対策会議の下で、各種施策についての点検・評価等の実施、重要な課題に関す
る政策研究・調査を実施。
・家族の大切さについて理解を深め、社会全体で子供・子育てを応援する社会の実現のための理解促進事業を実施する。また、子育てを支援する活動を
表彰する。
・地方自治体・企業・ＮＰＯが連携して子育て支援事業等を推進するための会議を開催する。
・子ども・子育て支援制度について円滑な施行を図る。

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

少子化社会対策基本法に基づき、総合的かつ長期的な少子化に対処するための有効な対策の構築を図るため、政策研究を始めとする各種調査・研究等
を実施するとともに、各種施策がより効果を発揮するためには、政府において決定した施策についての理解促進事業等を実施し、子ども・子育て施策の効
果的な推進を図る。また、子ども・子育て関連３法に基づく子ども・子育て支援制度について円滑な施行を図る。

前年度から繰越し - -

- - - -

少子化社会対策白書

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）
1 1

1

事業番号

子ども・子育て支援に必要な経費 担当部局庁 子ども・子育て本部 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室
少子化対策担当
子ども・子育て支援担当

参事官　岡　 朋史
参事官　竹林 経治

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 ８２ 子ども・子育て支援の推進（政策２１－施策①）

主要経費

27年度

542

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

少子化社会対策基本法第７条及び第１７条第２項
子ども・子育て関連３法（子ども・子育て支援法等）

関係する計画、
通知等

少子化社会対策大綱（平成27年3月20日閣議決定）

0.6

27年度活動見込

子育てしやすい環境づくり
に関心がある人の割合

85.6％84.1％

26年度

子育てしやすい環境づくり
に関心がある人の割合

回数

89.6％

目標最終年度

- -

268 258

-

24年度 25年度

0.7成果実績

目標値

25年度 26年度 27年度活動見込

達成度 ％

当初見込み

回数

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

少子化社会対策政策研究等

割合

活動実績 回数

1 1

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

1

単位 24年度 25年度 26年度

24年度

チェック



監査旅費 - 1

80

41

7

監査旅費新規計上による増

5

職員旅費

事業所管部局による点検・改善

情報処理業務庁費 41

112

9

8

単位当たり
コスト

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

X=2.9百万円（自治体・企業・ＮＰＯによる子育て支援連
携事業全国会議経費の決算額）

Y=1回（実施回数）

単位当たり
コスト 百万円 2.6 2.9 2.9 2.9

計算式 X/Y 2.6/1 2.9/1 2.9/1 2.9/1

単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

X=8.8百万円（家族の日・家族の週間関連事業経費の
決算額）

Y=1回（実施回数）

単位当たり
コスト 百万円 6.5 8.8 8.8 8.2

計算式 X/Y 6.5/1 8.8/1 8.8/1 8.2/1

算出根拠

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

X=20.9百万円（子ども・子育て支援の新たな制度に関
するフォーラム運営業務の決算額）

Y=5回（実施回数）

単位当たり
コスト 百万円 4.5 4.3 4.2 5

計算式 X/Y 4.5/1 12.9/3 20.9/5 10.0/2

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

X=3.7百万円（少子化社会白書作成経費の決算額）
Y=1回（作成回数）

単位当たり
コスト 百万円 3.3 3.9 3.7 5.6

計算式 X/Y 3.3/1 3.9/1 3.7/1 5.6/1

・支出先の選定に当たっては、基本的には一般競争入札
又は見積り合わせを行うことにより競争性のある調達方
式としている。

国
費
投
入
の
必

要
性

9

委員等旅費

12.7/2 18.4/2

24年度

費　目

88

計 268 258

庁費

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

経済協力開発機構拠出金

18.55.8

単位

広報経費の削減による減

経済協力開発機構拠出金新規計上による増

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

・少子化社会対策に必要な経費として、適切な費目・使途
により執行している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

X/Y

○

‐

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

諸謝金 125

単位当たり
コスト

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・大綱推進のためには、理解促進事業等を国が積極的に
行う必要がある。

‐

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

・事業実施に当たって、効果的に実施している。

・活動実績は、全て見込みに見合ったものとなっている。

・調査研究における成果は、内閣府だけに留まらず、各省
庁、地方公共団体等において、広く少子化対策の企画・立
案に活用されており、ＨＰを通じて国民への情報提供も
行っている。

・少子化社会対策に必要な経費として、適切な費目・使途
により執行している。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

・大綱推進のためには、理解促進事業等を国が積極的に
行う必要がある。
・大綱推進のためには、理解促進事業等を国が積極的に
行う必要がある。

○

-

○

○

X=18.4百万円（少子化社会対策政策研究経費の決算
額）

Y=2回（実施回数）

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか

55.4/3

27年度見込

6.3

○ ・成果実績は、成果目標に見合ったものとなっている。

・少子化社会対策に必要な経費として、適切な費目・使途
により執行している。

○

計算式

調査研究経費の削減による減

26年度

百万円単位当たり
コスト

算出根拠 25年度

11.5/2

9.2



平成23年度

現
状
通
り

0125

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

・理解促進事業については、地方自治体との連携だけではなく、民間企業やＮＰＯ団体等と連携・協力したイベントの開催等を行うなど、経費
支出を抑えつつ、より効果的な事業の展開を進める。
・調査研究については、少子化対策基本法第７条に基づく大綱のフォローアップや少子化社会対策白書等における活用や、ホームページや
マスコミを通じた報道等により、より一層活用され、広く一般に周知されるため、充実した内容にするよう、引き続き改善を図る。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

0122平成22年度

平成25年度

点検対象外

点検結果

関連する過去のレビューシートの事業番号

・活動内容については、前年度から検討し、真に必要な事業を計画しており、事業評価については、参加者のアンケート等により把握し、次
年度の事業計画の参考としている。

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努めること。

引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努める。

平成26年度 0078

平成24年度0119

0122

関
連
事
業

事業名所管府省・部局名 事業番号



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【随意契約（少額）・一般競争入札】

内閣府政策統括官

（共生社会政策担当）

417百万円

少子化社会対策の企画、理解促進事業の実施等

Ｃ．（株）電通

2件 27百万円

Ｄ．（株）マルト

21百万円

Ｅ．（株）フジテレビ

キッズ

20百万円

Ｆ．図書印刷（株）

2件 14百万円

・少子化危機突破「結婚・妊

娠・出産・育児の切れ目ない

支援」普及啓発事業

・子ども子育て支援新制度

に関する雑誌広告業務

【総合評価入札、一般競争入札】 【一般競争入札】

Ｇ．株式会社日本リ

サーチセンター

13百万円

Ｈ．（株）東急エージェ

ンシー

11百万円

Ｉ．（株）ヒップ

2件 9百万円
Ｊ．（株）アストジェイ

6百万円

・国民向け「子ども・子育て支

援新制度に関する地方

フォーラム」運営業務

・子ども・子育て支援新制度

に係る効果的なマスメディア

展開に関する業務

・「利用者向け子ども・子育

て支援新制度なるほど

BOOK」（仮称）の印刷・製本

・「子ども・子育て支援新制

度なるほどBOOK」の印刷・

製本業務

・結婚・家族形成に関する意

識調査
・子ども・子育て支援新制度

に基づく雑誌広告業務

・「幼保連携型認定こども園

保育要領（仮称）中央説明

会」運営業務

・子ども子育て支援新制度

認定こども園向け全国説明

会開催に係る運営支援業務

・少子化社会対策の大綱に

関する意識調査

Ｋ．（株）アイ・エム・エフ

5百万円

Ｌ．しゅくみねっと（株）

5百万円

Ｍ．エクスカリバー（株）

4百万円

Ｎ．（株）プロセスユ

ニーク

4百万円

・平成２６年度「家族の日」

フォーラム事業運営業務

・「子ども・子育て支援新制度

シンポジウム」運営業務

・「子ども・子育て支援新制

度」普及・啓発人材育成業務 ・平成２６年度 家族や地域

の大切さに関する作品コン

クール事業運営支援業務

Ｏ．日経印刷株式会社

4百万円

Ｐ．（株）千秋社

3百万円

Ｑ．（株）フォンテック

3百万円

Ｒ．民間事業者（56社）

31百万円

・平成２５年度少子化の状況

及び少子化への対処施策の

概況の印刷・製本等

・子ども・子育て支援新制度

に係る事業者向けパンフレッ

トの印刷・製本

・自治体・企業・ＮＰＯの連携

による「子育て支援事業」全

国会議運営業務

・パンフレット「子ども・子育て

支援新制度なるほどBOOK」の

梱包発送業務

・新たな少子化社会対策大綱

策定のための検討会等 速記

料

・「利用者向け子ども・子育て

支援新制度なるほどBOOK」９

月改訂版の梱包発送業務

【一般競争入札】 【一般競争入札】
【総合評価入札】 【一般競争入札】

【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】

【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】

【一般競争入札】

Ｓ．個人（有識者・職員）

11百万円

【直接】

・職員の出張旅費（国内外）

・各種会議等に係る謝金、旅

費等

【総合評価入札】

Ａ．東芝ソリューション（株）

185百万円

・子ども・子育て支援新制度

に係る全国総合システムの

構築・運用等業務

【一般競争入札】

Ｂ．みずほ情報総研（株）

42百万円

・子ども・子育て支援新制度

全国総合システム（仮称）の

構築に係る工程管理支援業

務



計 20 計 11

印刷製本費 チラシ印刷等 1

諸謝金 委員謝金等

その他 消費税等 2

2借料及び損料 会場借料等

人件費 運営スタッフ等 4

物品・役務 フォーラム設営等 6

2 借料及び損料 会場費 0

4

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

旅費 スタッフ等旅費 1 その他 消費税等 1

D.（株）マルト H.（株）東急エージェンシー

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品・役務 雑誌掲載料等 10

計 26 計 14

諸謝金 委員等謝金 1 諸謝金 委員出席謝金等 1

その他 消費税等 2 その他 消費税等 1

旅費 委員旅費 0 旅費 委員等旅費 1

物品・役務 フォーラム運営等 17 物品・役務 住民票閲覧料等 6

印刷製本費 調査結果報告書作成経費 1 印刷製本費 報告書印刷費等 1

借料及び損料 会場借料等

C.（株）電通 G. 株式会社日本リサーチセンター

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 運営スタッフ等 3 人件費 社員作業費等 4

計 42 計 14

物品・役務 システム構築に係る工程管理等 39 印刷製本費
子ども・子育て支援新制度なるほどBOOK等
印刷製本費

13

計 186 計 20

その他 消費税等 3 その他 消費税 1

B.みずほ情報総研（株） F.図書印刷（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他 消費税 14 物品・役務 動画制作費等 15

印刷製本費 ポスター印刷費 1

その他 消費税等 2

運営スタッフ 2物品・役務 システム開発等

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.東芝ソリューション（株） E.（株）フジテレビキッズ

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

172 人件費

金　額
(百万円）

チェック



支出先上位１０者リスト
A.東芝ソリューション（株）

B みずほ情報総研（株）

C （株）電通

D （株）マルト

E （株）フジテレビキッズ

F 図書印刷（株）

G 株式会社日本リサーチセンター

H （株）東急エージェンシー

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）東急エージェンシー 子ども・子育て支援新制度に基づく雑誌広告業務 11 3者 -

1
株式会社日本リサーチセン
ター

結婚・家族形成に関する意識調査 13 2者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 図書印刷（株） 「子ども・子育て支援新制度なるほどBOOK」の印刷・製本業務 6 7者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 図書印刷（株）
「利用者向け子ども・子育て支援新制度なるほどBOOK」（仮称）の印刷・製
本

8 4者 -

1 （株）フジテレビキッズ 子ども・子育て支援新制度に係る効果的なマスメディア展開に関する業務 20 5者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）マルト 国民向け「子ども・子育て支援新制度に関する地方フォーラム」運営業務 21 3者 -

1 （株）電通
少子化危機突破「結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援」普及啓発事
業

16 2者 -

2 （株）電通 子ども子育て支援新制度に関する雑誌広告業務 10 3者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 みずほ情報総研（株）
子ども・子育て支援新制度全国総合システム（仮称）の構築に係る工程管
理支援業務

42 3者 -

1 東芝ソリューション（株） 子ども・子育て支援新制度に係る全国総合システムの構築・運用等業務 185 3者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック



別紙２

中央説明会資料作成経費等 3 印刷製本費 報告書印刷等 0

シンポジスト謝金 0 諸謝金 講師謝金 1

運営スタッフ等 1 人件費 運営スタッフ 1

旅費 スタッフ等旅費 0 旅費 講師旅費

1 物品・役務 研修会事務局運営等 1

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.ヒップ（株） M.エクスカリバー（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費

借料及び損料 会場費等 3 借料及び損料 会場費 1

印刷製本費

0

物品・役務 連絡調整等

その他 消費税等 1 その他 消費税 0

諸謝金

物品・役務 調査画面作成等 5 人件費 スタッフ 0

J.（株）アストジェイ N.（株）プロセスユニーク

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 9 計 4

印刷製本費 報告書作成等 0

その他 消費税 0 物品・役務 事務局運営等 2

印刷製本費 報告書印刷費 0 旅費 受賞者旅費 0

その他 消費税 0

諸謝金 審査委員謝金等 1

借料及び損料 会場費 0

人件費 運営スタッフ等 1 印刷製本費 少子化社会対策白書印刷経費 3

K.（株）アイ・エム・エフ O.日経印刷株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5 計 3

印刷製本費 報告書印刷等 0

物品・役務 フォーラム設営等 2

旅費 出演者旅費 0 その他 消費税 0

その他 消費税等 1

諸謝金 タレント出演料等 1

借料及び損料 会場借料等 0

人件費 運営スタッフ等 1 印刷製本費
子ども・子育て支援新制度に係る事業者向
けパンフレットの印刷製本経費

3

L.しゅくみねっと（株） P.（株）千秋社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5 計 3

印刷製本費 報告書印刷等 0

物品・役務 事務局設営費等 2

旅費 講演者旅費 0 その他 消費税 0

その他 消費税等 0

諸謝金 講演者謝金等 1

借料及び損料 会場費等 1

計 5 計 3



運営スタッフ 0

旅費 事例発表者旅費 0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Q.（株）フォンテック U.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費

借料及び損料 会場借料等 1

印刷製本費 会議資料印刷等 0

物品・役務 事務局運営等 1

その他 消費税 0

諸謝金 事例発表者謝金等 0

計 2 計 0

物品・役務 パンフレット梱包発送費 2

R.（有）リラックス V.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 0

旅費 外国旅費等 1

S.職員a W.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

T. X.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



別紙３

I （株）ヒップ

J （株）アストジェイ

K （株）アイ・エム・エフ

L しゅくみねっと（株）

M エクスカリバー（株）

N （株）プロセスユニーク

O 日経印刷株式会社

P （株）千秋社

Q （株）フォンテック

R 民間事業者（54社）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 （株）ヒップ
子ども・子育て支援新制度　認定こども園向け全国説明会開催に係る運営
支援業務

1 随契（少額） -

1 （株）ヒップ 「幼保連携型認定こども園保育要領（仮称）中央説明会」運営業務 8 5者 -

1 （株）アストジェイ 少子化社会対策の大綱に関する意識調査 6 2者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）アイ・エム・エフ 平成２６年度「家族の日」フォーラム事業運営業務 5 4者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 しゅくみねっと（株） 「子ども・子育て支援新制度シンポジウム」運営業務 5 3者 -

1 エクスカリバー（株） 「子ども・子育て支援新制度」普及・啓発人材育成業務 4 6者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）プロセスユニーク
平成２６年度家族や地域の大切さに関する作品コンクール事業運営支援業
務

4 2者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日経印刷株式会社
平成２５年度少子化の状況及び少子化への対処施策の概況の印刷・製本
等

4 -

1 （株）千秋社 子ども・子育て支援新制度に係る事業者向けパンフレットの印刷・製本 3 9者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）フォンテック 自治体・企業・ＮＰＯの連携による「子育て支援事業」全国会議運営業務 3 4者 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 朝日梱包（株）
「利用者向け子ども・子育て支援新制度なるほどBOOK」９月改訂版の梱包
発送業務等

1 随契（少額） -

2 扶桑速記印刷（株） 新たな少子化社会対策大綱策定のための検討会等速記料 1 2者 -

1 （有）リラックス パンフレット「子ども・子育て支援新制度なるほどBOOK」の梱包発送業務等 2 随契（少額） -

6 （株）博報堂 国民向け子ども・子育て支援新制度に係るパンフレットデザインの作成業務 1 随契（少額） -

5 シンソー印刷株式会社 第２回「子ども・子育て支援新制度　認定こども園向け全国説明会」等 1 随契（少額） -

4 （株）ベネッセコーポレーション
たまひよファミリーパークにおける「子ども・子育て支援新制度」の広報業務
等

1 随契（少額） -

9 （株）アイ・キュー
ＨＲカンファレンス２０１４秋における「子ども・子育て支援新制度」の情報発
信業務

1 随契（少額） -

8 （株）タイム・エージェント 少子化社会対策の大綱の見直しに向けた文献調査等業務 1 随契（少額） -

7 （株）日本システムブレーンズ 保育緊急確保事業費補助金に係る交付申請システム開発業務 1 随契（少額） -

10 （株）アメージングデザイン ピンバッジの購入 1 随契（少額） -



S 個人（有識者、職員）

2 職員b 外国出張（スウェーデン王国　他）等 1 － -

1 職員a 外国出張（スウェーデン王国　他）等 1 － -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 職員e 子ども・子育て支援新制度説明会出席等 1 － -

4 職員d 外国出張（デンマーク王国　他）等 1 － -

3 職員c 外国出張（デンマーク王国　他） 1 － -

8 職員h 外国出張（デンマーク王国　他） 0 － -

7 職員g 外国出張（デンマーク王国　他） 0 － -

6 職員f 子ども・子育て支援新制度説明会出席等 0 － -

10 有識者Ｂ
子ども・子育て関連３法の円滑な施行に向けた国と市町村との懇談会出席
のための委員等旅費

0 － -

9 有識者Ａ
子ども・子育て関連３法の円滑な施行に向けた国と市町村との懇談会出席
のための委員等旅費

0 － -


	s26011400_naikakufu1
	s26011400_naikakufu2
	s26011400_naikakufu3

